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This study aims to clarify the actual situation and the management system in order to re-utilize village buildings as 
commercial uses in UK. The major ﬁndings are as follows.
1. The repaired village buildings as commercial uses are utilized by the various small businesses that work around the 
whole UK and the world.
2.  The village characteristics such as historical buildings, beautiful natural environments and warm community attract 
people to start businesses in the village.
3. The professionals of property management services work as a total coordinator in the village, to implement the 
continuous and smooth village building utilization.
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　近年、日本の集落は過疎化や少子高齢化が進行し消滅する集落も
多く存在し、その持続可能性が社会問題になっている。その主な要
因は、農林業の若い世代の後継者が減り、職をもとめて転出してし
まうことである。その結果、空き家や空き地が増加し農地や緑地が
手入れされない事により景観や環境が悪化する事、また、地域の生
活利便施設がなくなる事により、持続可能な生活を支える環境が喪
失し、それがさらに人口減少に拍車をかけている。
　こうした状況の中、豊かな自然環境のある集落での生活を求めて
都会から集落へ移住する人や、古い建物を活用する動きも出てきて
いる。集落地域の資源である古い建物を活用し新しい雇用を作る事
は、今後、集落が持続して行く上で重要な取組みである。
　英国では古くから歴史を大切にする文化・風習があり、集落をそ
のまま保全しようとする考えの下、保存地区に指定し、周辺環境に
調和しない開発を厳しく規制する事で、昔ながらの景観を維持して
いる地域が多い。一方で、英国でも後継者となる若い世代が都市へ
転出するという同様の問題を抱えており、人々を呼び戻し集落の持
続性を高めるために、各地で様々な取組みが行なわれている。英国
における集落の持続可能性に向けた取組み、特に歴史的な建物を活
用した新しい雇用づくりの取組みをみる事は、日本の過疎化集落に
おける持続可能性を高める取組みや施策を考える上で重要な知見が
得られると考える。
1　研究の背景と目的 　既往研究を見ると、日本では地方都市の中山間地域の集落におけ
る空き家活用システム1)2)や改修事例3)に関する研究が見られる。また、
歴史的な建物の転用実態4)や地域活動への波及効果5)を考察した研究
が見られる。また、英国に関しても、既存ストックの再生6)や中古住
宅の取引制度7)等の建物活用に関する研究が見られる。英国集落に関
しては、都市農村計画制度8)やコミュニティプラン政策9)10)等の政策
に関する研究が多く見られる。英国集落は世界的に評価が高いにも
関わらず、その持続可能性に向けた取組みの実態に関する研究は、
日本ではあまり見られないのが現状である。
　本研究は、多くの集落建物を業務用途として活用している英国集
落の一つである Ardington and Lockinge Parish注1 ( 以下、A&L) を
対象とし、その集落建物の活用実態とそれを支える運営体制を明ら
かにし、今後の持続可能な集落形成に向けた取組みの可能性を考察
することを目的とする。研究の方法は下記の通りである。
第一に、地方自治体 Vale of White Horse District Council（以下、
District Council) における対象集落の位置づけを明らかにすると
共に、対象集落の概要及び集落建物の利用状況の変遷を述べる。
第二に、対象集落内の集落建物を活用した業務の業務内容や業務実
施者の意識特性、具体的な業務空間の利用状況等を明らかにし、集
落建物の活用実態の特徴を述べる。
第三に、集落建物の業務用途への活用システムの特徴を明らかにし、
継続的に集落建物の活用を運営するための特徴を述べる。
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3　　集落の土地利用の変遷 
2　対象集落と調査の概要
2.2　対象集落の概要（図 1）
(1) 建物利用状況の変遷と業務用途の概況把握
　居住者および大地主組織への聞き取り、現地目視調査および文献
調査注13により、過去 100 年間の建物利用状況の変遷と現在の業務用
途の概況の把握を行なった。
(2) 業務内容の実態と業務実施者の意識の調査
　聞き取りが可能であった業務実施者 12 件（全体の 50.0%）へのヒ
アリング調査により、業務の詳細内容や業務実施者の基本属性、利
用建物および集落環境への意識等の把握を行なった。また、利用建
物の図面を作成し、集落建物の空間活用実態の把握を行なった。
2.3　調査の概要
0　  2　　 5   　　　10km
N
高速道路
幹線道路
鉄　　道
地域境界
大規模集落 (21)
中規模集落 (18)
小規模集落 (38)
※カッコ内は集落数
都　市
町
鉄道駅
市街地
凡例
Ardington
& Lockinge
Wantage
Grove
Witney
Faringdon
Didcot
Newbury
Reading
Abingdon
Swindon
40 km 
to London
Oxford
図 1　調査対象地と Vale of White Horse District 全域の地図
　本集落の起源は 8 世紀のサクソン時代まで遡る。1859 年、当時の
大地主のウォンテージ卿によって、商店や集会所、農業施設など集
落の生活基盤が整備され、1960 年代までは英国内の一般的な集落と
同様に農業を中心に生活が営まれていた。しかし、農業の機械化と
共に集落内の雇用は減少し、居住者も近隣市町へ転出していった。
そして 1970 年代、集落全体の活気の喪失に危機感を覚えた大地主の
意向により、使わなくなった農業施設を中心に、業務用途への改修・
転用が始まり、現在は集落全体に業務施設が点在している（図 2）。
3.1　1900 年代から 2010 年までの建物利用状況の変遷
　本研究で対象とする A&L は、District 
Council のローカル・プラン 2011 注2 におい
て中規模集落注3 に位置づけられており、
District Council が 2009 年に実施した持
続可能性評価注4 では、集落内に商店や集会
所、路線バス、雇用など集落生活を支える
多様な生活機能がある事から、中規模集落
の中で最も持続可能性が高いと評価されて
いる。特に雇用に着目すると、「集落の1.5km
以内に雇用の場がある」という上位の採点
項目に合致した集落 14 件のうち、ほとん
どが大規模集落である中、唯一、中規模集
落で A&L が合致しており、集落建物の業務
用途への活用の取組みが高く評価されてい
る事が分かる。
　また近年、英国全体で集落の持続可
能性に向けた「The Parish Action Plan 
Process」という仕組みの下、集落居住者
2.1　対象集落の選定
自身が集落の課題解決の行動計画（Parish Plan）を策定・実行する
取組み注5 が始められたのに対し、A&L は、1982 年から大地主組織を中
心とした集落居住者自身が、雇用創造や住宅供給、自然保全など様々
な課題を取り上げた独自の将来行動計画注6 を約 10 年おきに作成して
おり、旧来から自立性の高い集落運営を行なっている先進的な集落
であると言える。
　以上より、本研究では A&L を調査対象地として選定した。
(3) 集落建物活用の運営体制および組織関係図の把握
　Parish Council、District Council、大地主組織、業務実施者へ
のヒアリング調査により、集落建物の業務用途への活用に関する運
営体制および組織関係の把握を行なった。
　なお本調査は、建物が集落の中心部一カ所に建ち並ぶ集村型集落
である事を考慮し、集落の中心部のみを対象として実施した。
　表１に集落内の建物利用状況の変遷を示す。(a)1900 年代から
(b)1940 年代まで、業務用途は少なく、小規模な農業集落であった
事が分かる。当時の業務は建具士や配管工、鍛冶屋、塗装工などの
製造業者や建設業者、商店、パブがあり、集落内のニーズを対象と
　A&L は、ロンドンから南西へ約 80km、オックスフォードから南西
へ約 40km に位置し、人口 463 名（2001 年国勢調査）の農業・商業・
住宅の混在する田園集落である。また、大部分の建物が集落の中心
部一カ所に集まる集村型集落であり、その中心部一帯（34.7ha）の
歴史的な建物群注7 や自然環境の価値が評価され保存地区注8 に指定され
ている。また、森林地や池周辺に散歩道が整備されており、近隣市
町村から多くの人々が訪れている。交通面では、主要幹線道路に隣
接し、路線バスが毎時 1 本運行している。さらに、鉄道駅のある町
や高速道路にも比較的近く、交通の利便性の高い立地である注9 。
　次に A&L に関連する中央政府と地方自治体の諸制度を整理する注10。
英国では 1932 年都市農村計画法より、集落を含む包括的な計画制度
が実現し、国民の環境保全への関心の高まりと共に、集落関連の制
度も整備された。A&L では、中央政府の方針の下、1951 年に登録建
造物注11、1970 年に保存地区、1972 年に特別自然美観地域注12に指定され、
集落の特徴や自然環境に配慮した計画が要求されている。また、ロー
カル・プランでは、1990 年に集落の特徴と調和した開発が要求され、
1999 年と 2006 年に集落規模により新規開発可能件数が 5 〜 6 世帯
に制限され、集落環境を損なう大規模開発が規制されている。
　2010 年 2 月に第一回現地調査として、現地踏査および行政職員と
集落居住者へのヒアリング調査を実施した。それを踏まえ、2010 年
9 月初旬〜 10 月下旬に、以下の通り第二回現地調査を実施した。
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表 2　2010 年現在の建物の所有状況
3,2　集落内の業務施設の概要
大地主が率いる組織（以下、大地主組織注16）が所有していた。1950
年代初期に遺産相続税の支払いのため、三分の一程度を個人へ売却
したが、現在（表 2）も大部分の建物（68.2%）を所有している。集
落内全ての業務施設と農業施設を所有しており、集落建物の業務用
途への活用を実行しやすい状況である事が分かる。
　この 100 年間で、一般的な農業集落から業務中心の集落に変化し、
全建物戸数も約 1.5 倍に増加したが、そのうちの半数近くは修繕や
用途転用により現在も利用されており、ビクトリア調の歴史的な建
物群が維持されている。また、商店やパブ、集会所という基礎的な
生活機能や、農地や森林地など農村集落の趣きを感じさせる自然環
境も保全されている。時代の変化に適応させるため、柔軟に集落の
産業構造を変化させながらも、集落にある独自の雰囲気を維持する
努力を同時に行なってきた事が分かる。
表 1　集落内の用途別建物戸数の変化
建物用途
年代
居住 
用途
業務 
用途
農業 
用途
その他 
用途注15
計
(a) 1900 年代 100 12 16 7 135
(b) 1940 年代 113 14 16 9 152
(c) 1970 年代 125 35 5 8 173
(d) 1990 年代 146 34 7 4 181
(e) 2010 年 159 33 5 4 201
表 3　2010 年現在の業種別の全業務件数
表 4　業種別の利用建物状況
利用建物
業種
用途転用 修繕
新築 計農業
→業務
住宅
→業務
公共
→業務
業務
→業務
サービス業 5 2 2 3 12
製造業 3 2 1 6
飲食業 2 2
小売／卸売業 1 1 2
建築業 1 1 2
教育業 1 1
計 9 3 3 9 1 25
図 2　2010 年現在の建物の利用及び配置状況（左：ロッケンジ、右：アーディントン）
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写真 1　本集落の様子（歴史的な建物群と手入れされた自然環境）
　現在、本集落で確認する事ができる業務全25件を表3に示す。サー
ビス業が 12 件と最も多く、次いで製造業 6 件、小売／卸売業 2 件、
飲食業 2 件、建築業 2 件、教育業 1 件という構成になっており、小
規模な集落内に多様な業種が存在している事が分かる。
　表 4 から業種別の利用建物を見ると、全体の半数以上である 15 件
が用途転用された建物を利用しており、その中でも、農業用途から
したサービスが大部分を占めていた。(c)1970 年代になり、集落全
体の活気喪失に危機感を覚えた大地主は、若者や子育て世代を集落
内に引き止めるまたは呼び込むために、集落内に雇用が必要だと考
え、使わなくなった農業施設を中心に業務用途への改修・転用を行
ない始めた。以前の 2 倍以上の 35 件の建物が業務用途として利用さ
れた。改修後の業務内容は、椅子製作や陶磁器製造、馬具製造など
小規模製造業を中心として、工業デザインやマーケティング等のサー
ビス業も含まれた。この時期から徐々に集落外の顧客を対象とした
多様な業務が現れ始めた。また、 (d)1990 年代は、業務用途の建物
戸数に大きな変化は見られないものの、インターネットの普及や業
務の近代化に伴い、小規模製造業が衰退し、広告会社やコンサルタ
ント会社などサービス業を中心とした業務形態へと変化した。また、
集落内の基礎的な生活機能である商店やパブも経営者が代わりなが
らも、大地主の働きかけによって維持されてきた。業務の継続に伴
い集落人口も回復し始め、インフィル型住宅地注14が新たに 2 カ所で
建設された。そして (e)2010 年現在、住宅 159 件、業務用途 33 件、
農業用途 5 件、その他 4 件の全 201 件となっている。
　建物の所有状況は、1940 年代までほぼ全ての土地と建物を一人の
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4.2　業務実施者の概要と意識
　業務実施者の年齢を見ると（表 11）、40 代が 2 件、50 代が 7 件、
60 代が 1 件と、40 代以上が全体の 8 割以上を占めており、中年世
代が中心である事が分かる。業務実施者の居住地を見ると（表 12）、
集落内の業務と同じ建物に居住している人は 0 件、集落内の別の建
物に居住している人は 5 件（41.7%）、5km 圏内に居住している人は 4
件見られ、大部分の業務実施者が集落内もしくは近隣町村に居住す
る、職住近接型の生活形態である事が分かる。
　次に、業務実施者の意識特性について分析を行なう。まず、本集
落での業務開始理由を見ると（表 13a）、「自宅へ近い」が 5 件と多く、
自宅から近く通勤の容易な場所が好まれている事が分かる。また、「歴
史的な建物がある」が5件、「美しい景観がある」が2件、「暖かいコミュ
ニティがある」が 2 件と、集落環境の特徴を挙げた業務が 6 件（50.0%）
あり、集落が歴史的に大切に維持してきた建物や自然環境、コミュ
ニティという要素が業務を誘引する魅力となっている事が分かる。
　その他の特徴を見ると、製造業 2 件で「都会より賃料が安い」と「交
通網の利便性が高い」が挙がっており、大空間を必要とする業種
表 5　調査実施業務件数
表 6　集落での業務年数
表 7　業務の起業状況
表 8　業種別の全雇用者数
表 9　全雇用者数と集落内からの雇用者数の関係
表 10　全雇用者数と業務対象範囲の関係
表 11　業務実施者の年齢構成
表 12　業務実施者の居住地
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集落内 0
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周辺地域全体 1 1 2
英国内全体 4 1 5
世界中 2 2
計 8 2 0 2 12
4　業務内容の実態と業務実施者の意識
4.1　業務内容の実態
　集落建物を活用している業務全 24 件のうち、ヒアリングを実施す
る事ができた 12 件（50.0％）について業務内容の実態を把握する。
その業種構成を表 5 に示す。
　集落での業務実施年数を見ると（表 6）、全 12 件中、9 件（75%）
が 10 年以上にわたり集落で業務を行なっており、業務が集積する都
市部でなくとも、長期的に安定した経営を実現できる事が分かる。
また、業務の起業状況を見ると（表 7）、全 12 件中、8 件（66.7%）
が本集落に来て、現在の業務を新しく起業している。
　次に全雇用者数を見ると（表 8）、全 12 件中、8 件（66.7%）が 10
人未満であり、少人数体制の業務が大部分を占めている事が分かる。
集落内からの雇用者数を見ると（表 9）、集落内からの雇用者がい
ない業務は 4 件（33.4%）のみであり、その他の業務は少なくとも 1
人は集落内から雇用者を雇っている。雇用者がいる全 8 件中、5 件
（41.7%）は 1 人のみであり、少人数体制の業務が過半数を占めるため、
基本的に大人数を雇用する事が不可能である事が分かる。
　次に、各業務の業務対象範囲を見ると（表 10）、全 12 件中、5 件
が英国内全体、2 件が世界中を業務対象範囲としている。さらに、
そのうち 6 件が 10 人未満の少人数体制の業務であり、少数精鋭の業
務体制でグローバルに業務を展開している事が分かる。また、「集落
内」を業務対象範囲としている業務は 0 件であり、集落内だけを対
象として、経済的に業務を成立させる事は困難である事が分かる。
　以上より、集落建物を活用している業務は、少人数体制の業務が
多く、集落内の雇用創造として十分ではないが、一定の効果を期待
できると言える。また、業務集積の少ない集落に拠点を置きながら、
グローバルに業務を展開していく事が長期的に安定した経営を続け
ていくための要因の一つであると考えられる。
であるため、賃料の安さが重要な要素である事が分かる。また、材
料や商品の搬入出を円滑に行なうために、渋滞が少なく、主要幹線
道路や鉄道駅に近い立地である事も重要な要素である事が分かる。
　そして、集落生活を支える基礎的生活機能である食品雑貨店とパ
ブでは、「集落のコミュニティに貢献するため」が挙げられており、
集落に強い愛着があり、徒歩圏の買い物場所及び交流・娯楽場所と
して、公共利益を重視する高いコミュニティ意識を持つ事が分かる。
　以上より、業務開始理由の特徴として以下の傾向があると考えら
れる。①業種に関係なく、建物や景観、コミュニティという集落環
の転用が 9 件と最も高い割合になっている。また、古くからある業
務施設を現代の業務に合うように修繕して利用している業務が 9 件
見られる。業種に関係なく、集落内のほぼ全て（24 件）の業務が用
途転用または修繕によって集落建物を活用して業務を行なっている。
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4.2　業務実施者の概要と意識
　業務実施者の年齢を見ると（表 11）、40 代が 2 件、50 代が 7 件、
60 代が 1 件と、40 代以上が全体の 8 割以上を占めており、中年世
代が中心である事が分かる。業務実施者の居住地を見ると（表 12）、
集落内の業務と同じ建物に居住している人は 0 件、集落内の別の建
物に居住している人は 5 件（41.7%）、5km 圏内に居住している人は 4
件見られ、大部分の業務実施者が集落内もしくは近隣町村に居住す
る、職住近接型の生活形態である事が分かる。
　次に、業務実施者の意識特性について分析を行なう。まず、本集
落での業務開始理由を見ると（表 13a）、「自宅へ近い」が 5 件と多く、
自宅から近く通勤の容易な場所が好まれている事が分かる。また、「歴
史的な建物がある」が5件、「美しい景観がある」が2件、「暖かいコミュ
ニティがある」が 2 件と、集落環境の特徴を挙げた業務が 6 件（50.0%）
あり、集落が歴史的に大切に維持してきた建物や自然環境、コミュ
ニティという要素が業務を誘引する魅力となっている事が分かる。
　その他の特徴を見ると、製造業 2 件で「都会より賃料が安い」と「交
通網の利便性が高い」が挙がっており、大空間を必要とする業種
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4　業務内容の実態と業務実施者の意識
4.1　業務内容の実態
　集落建物を活用している業務全 24 件のうち、ヒアリングを実施す
る事ができた 12 件（50.0％）について業務内容の実態を把握する。
その業種構成を表 5 に示す。
　集落での業務実施年数を見ると（表 6）、全 12 件中、9 件（75%）
が 10 年以上にわたり集落で業務を行なっており、業務が集積する都
市部でなくとも、長期的に安定した経営を実現できる事が分かる。
また、業務の起業状況を見ると（表 7）、全 12 件中、8 件（66.7%）
が本集落に来て、現在の業務を新しく起業している。
　次に全雇用者数を見ると（表 8）、全 12 件中、8 件（66.7%）が 10
人未満であり、少人数体制の業務が大部分を占めている事が分かる。
集落内からの雇用者数を見ると（表 9）、集落内からの雇用者がい
ない業務は 4 件（33.4%）のみであり、その他の業務は少なくとも 1
人は集落内から雇用者を雇っている。雇用者がいる全 8 件中、5 件
（41.7%）は 1 人のみであり、少人数体制の業務が過半数を占めるため、
基本的に大人数を雇用する事が不可能である事が分かる。
　次に、各業務の業務対象範囲を見ると（表 10）、全 12 件中、5 件
が英国内全体、2 件が世界中を業務対象範囲としている。さらに、
そのうち 6 件が 10 人未満の少人数体制の業務であり、少数精鋭の業
務体制でグローバルに業務を展開している事が分かる。また、「集落
内」を業務対象範囲としている業務は 0 件であり、集落内だけを対
象として、経済的に業務を成立させる事は困難である事が分かる。
　以上より、集落建物を活用している業務は、少人数体制の業務が
多く、集落内の雇用創造として十分ではないが、一定の効果を期待
できると言える。また、業務集積の少ない集落に拠点を置きながら、
グローバルに業務を展開していく事が長期的に安定した経営を続け
ていくための要因の一つであると考えられる。
であるため、賃料の安さが重要な要素である事が分かる。また、材
料や商品の搬入出を円滑に行なうために、渋滞が少なく、主要幹線
道路や鉄道駅に近い立地である事も重要な要素である事が分かる。
　そして、集落生活を支える基礎的生活機能である食品雑貨店とパ
ブでは、「集落のコミュニティに貢献するため」が挙げられており、
集落に強い愛着があり、徒歩圏の買い物場所及び交流・娯楽場所と
して、公共利益を重視する高いコミュニティ意識を持つ事が分かる。
　以上より、業務開始理由の特徴として以下の傾向があると考えら
れる。①業種に関係なく、建物や景観、コミュニティという集落環
の転用が 9 件と最も高い割合になっている。また、古くからある業
務施設を現代の業務に合うように修繕して利用している業務が 9 件
見られる。業種に関係なく、集落内のほぼ全て（24 件）の業務が用
途転用または修繕によって集落建物を活用して業務を行なっている。
境の特徴に魅かれる、②製造業では、業務上の利便性が重視される、
③集落生活を支える業務は、高いコミュニティ意識が原動力となる。
　次に、業務実施者による集落環境の評価を見ると、集落の気に入っ
ている点（表 13b）として、「美しい景観を持つ」が 8 件、「暖かいコミュ
ニティがある」が 7 件、「歴史的な建物がある」が 5 件であり、全て
の業務が歴史的な建物や美しい景観、暖かいコミュニティという集
落環境の特徴のいずれかを魅力として捉えている事が分かる。また、
「渋滞もなく、交通の利便性が高い」が 4 件、「犯罪が少なく、安全
である」が 3 件と比較的多く挙がっており、交通利便性や安全性と
いう業務実施上の利便性も評価されている事が分かる。
　また、集落の不満な点（表 13c）に関しては、「不満無し」が 7 件
（58.3%）であり、ほとんどの業務が現在の集落環境に満足している
事が分かる。一方で、「郵便局が閉鎖された注19」が 4 件（33.3%）あり、
日常的な業務実施上の利便性を高める郵便局等の業務施設が身近に
求められている事が分かる。
　業務実施者の今後の意向を見ると、集落での業務継続（表 14）に
ついては、全ての業務が今後も集落内で業務を継続する意向を示し
ている。また、集落への転居の可能性（表 15）については、集落外
に居住している業務実施者 7 件のうち 4 件が、将来的な転居希望の
意向を示している。
　以上より、集落に業務を呼び込み、快適に業務を行なってもらう
ためには、賃料の安さや交通網の充実、安全性など業務実施上の利
便性の向上が重要であると考えられる。そして、歴史的な建物や美
しい景観、暖かいコミュニティという集落環境の魅力を維持する事
は、業務を集落に誘引する要素となるだけでなく、業務の継続意識
形成や新規居住者の獲得にも寄与していると考えられる。
表 13　(a) 業務開始理由、(b) 集落の気に入っている点、(c) 集落の不満な点　( それぞれ複数回答あり )
大分類 小分類
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サービ
ス業
広告業 ○ ○ ○ ○ ○
工業デザイン業（図 3） ○ ○ ○ ○
ビジネスコンサルタント業 ○ ○ ○ ○ ○
製造業
菓子パン・ケーキ製造業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
模型製造業（図 4） ○ ○ ○ ○ ○ ○
小売／ 
卸売業
食品雑貨店兼レストラン（図 5） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
照明卸売業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
飲食業
パブ兼宿泊業 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ケータリング業 ○ ○ ○
建築業
建設業 ○注18 ○ ○ ○ ○ ○
不動産業 ○注18 ○ ○ ○ ○
教育業 保育園 ○ ○ ○ ○
計 5 5 2 2 2 2 2 1 2 8 7 5 4 3 1 1 1 7 4 1 1
4.3　業務空間の利用実態
　旧納屋を利用するこの工業デザイン会社は、本集落へマス釣りに
訪れた時の大地主組織の不動産マネージャーとの世間話をきっかけ
として集落で働き始めた。セルフビルドで内装の改修を行ない、既
存建物の雰囲気に合わせた落ち着いた色合いに統一しながら、半透
明の間仕切り壁（図 3・B）を設けるなど、採光や可視性に配慮した
業務に適した空間が作られている。実際、顧客の建物への満足度も
高く、自身のビジネスに最適な環境だと評価している。
① 人との縁をきっかけとした入居と建物内装のセルフ改修 ( 図 3)
表 14　業務の継続意向 表 15　集落への転居意向
集落で働き続けるか？
計
はい いいえ
12 0 12
集落へ転居したいか？
計
はい いいえ 居住中
4 3 5 12
　業務空間の具体的な利用状況として、業務開始理由（表 13a）で
示した 3 つの傾向から、①集落環境の特徴を挙げた業務の例として
N0 5m
(A. セルフビルドによる間仕切り壁と装飾品 )
(B. セルフビルドによる半透明の間仕切り壁 )
オフィス オフィス
倉庫WC
〈業務実施者と業務の概要〉
50 代男性、 集落内に居住 （28 年）、
工業デザイン業（サービス業）、業務年数 21 年、
集落にて起業、 対象業務範囲 ： 英国内、
従業員３人 （うち集落内 1 人）、
　
〈業務開始の理由〉
最初のきっかけは、 以前勤めていた会社がこ
の集落に移転した事。 その社長とここにマス釣
りにきた時、当時の大地主組織の不動産マネー
ジャーと出会って、 社長が 「新しくオフィスを探
している」と話をしたら、「ここの納屋を使いなよ」
と言われて移転が決まった。 それから、 ずっと
ここに住んでいる。
独立する際、 遠くに通勤するのが嫌で、 集落
内のこの建物を気に入り、 空くのを待っていた。
　
〈改修方法〉
建物の改修は、 外装と構造は大地主組織が行
なった。 内装は全て自分たちで行なった。 間
仕切り壁を取り付けたり、 壁の塗装をしたり、
カーペットを敷いたり。
　
〈既存建物活用の特徴〉
セルフビルドの内装改修は、 既存建物の雰囲
気に合わせて全体的に落ち着いた色で統一さ
れている。 そして、 採光や可視性を考慮した
半透明の間仕切り壁の設置により、 開放的な
空間となっている。
　
〈利用後の感想〉
古い建物で暖房費用が高くなるが、 ビジネスに
最適な大きさと環境だと感じている。 顧客も、
集落や建物の雰囲気をとても気に入っている。
コミュニティを大切にする感覚も残っている。
図 3　業務空間の利用実態①
「工業デザイン業（図 3）」、②業務実施上の利便性を挙げた業務の
例として「模型製造業（図 4）」、③集落への愛着・コミュニティ意
識を挙げた業務の例として「食品雑貨店及びレストラン（図 5）」を
取り上げて上げて考察する。
② 建物の歴史的な空間特性の保全と快適な業務空間の実現 ( 図 4)
　旧水車小屋と旧納屋を利用する、この模型製造会社は、クリエイ
ティブな仕事に合ったインスピレーションの湧く場所を求めて、こ
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5　集落建物の業務用途への活用システムの特徴
るため、空き物件調査や募集の必要はなく、全ての空き家情報が把
握されている。そして、①総務部門がその情報を管理し、インター
ネットや新聞広告等で利用可能物件の情報発信を行なっている。②
入居希望者は、まず総務部門を訪れて希望物件の詳細情報や契約内
容について自分自身で交渉を行なう。③賃貸借契約は、大地主組織
と入居希望者の間で結ばれる。④建物の改修は、改修主体によって
3 タイプ（表 16）に分ける事ができ、外装と構造体、内装の全ての
改修を大地主組織が行なう「大地主改修」が 5 件、内装の改修を業
務実施者が行なう「分担改修」が 4 件、全ての改修を大地主組織と
業務実施者で協議・計画しながら行なう「共同改修」が 3 件見られる。
⑤改修費用は、外装及び構造体の改修については大地主組織が改修
費用を負担する。内装の改修については業務希望者が改修費用を負
担する。⑥ Parish Council 注20は集落建物の活用を含めて大地主組織
の様々な活動に積極的に協力しており、特に、沿道緑地帯や街灯な
ど集落環境の維持管理を行なっている。両者の協力関係は、Parish 
Council が設置された 1994 年から徐々に形成されてきたが、その協
力関係の構築は、両者が小さな集落に住む居住者同士として、昔か
ら協力して集落生活を営んできた、歴史的な背景に起因する。また、
両者の公式の協議は、Parish Council が主催する年次総会 (Annual 
Meeting) および特別総会 (Special Meeting) であり、少なくとも年
1 回行なっている。一方、非公式の協議は必要に応じて適宜行なっ
ており、公式の協議よりも頻繁に行なっている（図 7）。⑦英国では
基本的に全ての開発行為について計画許可（Planning Permission
注
21）を得る必要があり、District Council は開発主体に対して設計
図書等の提出を義務づけている。そして、各計画の是非を判断する
参考資料として、Parish Council は各計画内容に対する見解を提出
する。⑧不動産管理会社が大地主組織のコーディネーターとして集
落内に常勤し、大地主及び信託者と集落建物の活用について相談し
ながら、建設部門と総務部門の業務を指揮している。
　以上より、1) 空き物件情報が一カ所に集約されている事、2) 大地
N
食品雑貨
厨房レストラン
0 5m
(A. メイン通りから見た維持された建物外観 )
(B. モダンな建物内観、 上 : 商店、 下 : レストラン )
〈業務実施者と業務の概要〉
40 代女性、 集落内に居住 （7 年半）、
食品雑貨店兼レストラン （小売業）、
業務年数 7 年半、 集落にて起業、
対象業務範囲 ： 近隣町村まで、
従業員３人 （うち集落内 1 人）、
　〈業務開始の理由〉
昔、 この集落に住んでいて、 Parish Councilor
をやっていた。 子育てのために若い家族の多い
近くの町に引っ越したけど、 ずっと集落の事が
気になっていた。 近年、 集落に活気が戻ったと
聞き、 また住みたいと思って戻ってきた。
それで、 集落の生活やコミュニティの持続可能
性のために何かしたいと思い、 商店を引き継ぐ
事に決めた。
　
〈改修方法〉
建物の改修は、 大地主組織との共同プロジェク
トとして行なった。 お互いが改修費用を半分ず
つ負担して、 改修計画を相談しながら進めた。
　
〈既存建物活用の特徴〉
建築構造や通りから見た外観を以前の状態に維
持しながら、 建物内部では採光や通風用の天
窓やモダンな照明設備 ・ 家具等を設置している。
また、 大地主が植林した森林地が、 散策場所
として来訪者の人気を集めるようになり、 その休
憩場所としてレストランを併設している。
　
〈利用後の感想〉
美しい集落で、 犯罪も少なく、 お互いを助け合
うコミュニティ精神がある。 多世代の人々が住ん
でいて、 子どもの遊び場もあって、 良い集落だ
と感じている。 この商店を集落の拠点にしたい。
③ 古くから続く商店空間の引き継ぎと新しい機能の付加 ( 図 5)
図 5　業務空間の利用実態③
図 4　業務空間の利用実態②
　この食品雑貨店兼レストランを営む 40 代女性は、昔、集落に居住
し Parish Councillor を務めた経験から、集落の持続可能性のため
に何かしたいと考え、集落に戻って商店を引き継ぐ事を決断した。
大地主組織との共同改修により、モダンな照明や家具等の設置や森
林散策の休憩場所としてレストランの併設（図 5・B）など集落外か
らの集客増加も考慮した改修が行なわれている。幅広いサービスを
提供する事で、集落の生活および観光拠点になっている。
の建物に辿り着いた。この建物は大地主によって全ての改修が行な
われ、既存建物の外観や建築構造（図 4・B 左）だけでなく、水車
本体や歯車など歴史的な空間特性（図 4・B 右）が当時のまま残され
ている。その一方で、壁を一部取り除いて空間を広げたり、モダン
な照明設備や天窓を設置したりする等の積極的な改修が行なわれて、
業務空間としての快適性も確保されている。
図 6　集落建物の業務用途への活用システム
N
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(A. ストックルームに設置されたモダン照明設備 )
(B. 左 ： 建物外観、 右 ： 水車の歯車と建築構造 )
〈業務実施者と業務の概要〉
50 代男性、 集落外 5km 圏内に居住 （27 年）、
模型製造業、 業務年数 2 年、
他地域で起業後 9 年で集落へ移転、
対象業務範囲 ： 英国内、
従業員 7 人 （うち集落内 1 人）、
　
〈業務開始の理由〉
私たちの仕事はクリエイティブな仕事なので、 イ
ンスピレーションの湧く場所が欲しかった。 それ
にぴったり当てはまる場所がこの建物だった。
また、 都会より賃料が安くて、 交通網の利便性
が高い事も決め手だった。
　
〈改修方法〉
建物の改修は、 外装も内装も全て大地主組織
がやってくれた。 私たちは、 机や棚等の業務で
必要な備品を揃えただけ。
　
〈既存建物活用の特徴〉
水車小屋と隣接する納屋の壁を一部取り払い、
模型製造のデザインオフィス及びストックルーム
として一体的に利用している。
建物の建築構造や外装だけでなく、 水車本体
や歯車など当時の機能的な特徴も残しながら、
階段の増設や採光用の天窓、 モダンな照明設
備の設置を行なっている。
　
〈利用後の感想〉
犯罪が少なく安全で、 犬の散歩をする人や旅行
者など様々な人と出会える。 温かいコミュニティ
がある。 このように古い建物を新しい用途に変
えていて、 非常に良い環境である。
表 16　集落建物の改修主体タイプ
改修タイプ
改修主体
計
外装 構造体 内装
大地主改修 大地主組織 5
分担改修 大地主組織 業務実施者 4
共同改修 大地主組織＆業務実施者 3
計 12
　図 6 に集落建物の業務用途への活用システムを示す。A&L では、
大地主組織が所有する建物のみで業務用途への活用が実施されてい
－ 398 －
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5　集落建物の業務用途への活用システムの特徴
るため、空き物件調査や募集の必要はなく、全ての空き家情報が把
握されている。そして、①総務部門がその情報を管理し、インター
ネットや新聞広告等で利用可能物件の情報発信を行なっている。②
入居希望者は、まず総務部門を訪れて希望物件の詳細情報や契約内
容について自分自身で交渉を行なう。③賃貸借契約は、大地主組織
と入居希望者の間で結ばれる。④建物の改修は、改修主体によって
3 タイプ（表 16）に分ける事ができ、外装と構造体、内装の全ての
改修を大地主組織が行なう「大地主改修」が 5 件、内装の改修を業
務実施者が行なう「分担改修」が 4 件、全ての改修を大地主組織と
業務実施者で協議・計画しながら行なう「共同改修」が 3 件見られる。
⑤改修費用は、外装及び構造体の改修については大地主組織が改修
費用を負担する。内装の改修については業務希望者が改修費用を負
担する。⑥ Parish Council 注20は集落建物の活用を含めて大地主組織
の様々な活動に積極的に協力しており、特に、沿道緑地帯や街灯な
ど集落環境の維持管理を行なっている。両者の協力関係は、Parish 
Council が設置された 1994 年から徐々に形成されてきたが、その協
力関係の構築は、両者が小さな集落に住む居住者同士として、昔か
ら協力して集落生活を営んできた、歴史的な背景に起因する。また、
両者の公式の協議は、Parish Council が主催する年次総会 (Annual 
Meeting) および特別総会 (Special Meeting) であり、少なくとも年
1 回行なっている。一方、非公式の協議は必要に応じて適宜行なっ
ており、公式の協議よりも頻繁に行なっている（図 7）。⑦英国では
基本的に全ての開発行為について計画許可（Planning Permission
注
21）を得る必要があり、District Council は開発主体に対して設計
図書等の提出を義務づけている。そして、各計画の是非を判断する
参考資料として、Parish Council は各計画内容に対する見解を提出
する。⑧不動産管理会社が大地主組織のコーディネーターとして集
落内に常勤し、大地主及び信託者と集落建物の活用について相談し
ながら、建設部門と総務部門の業務を指揮している。
　以上より、1) 空き物件情報が一カ所に集約されている事、2) 大地
N
0 5m
(A. メイン通りから見た維持された建物外観 )
(B. モダンな建物内観、 上 : 商店、 下 : レストラン )
〈業務実施者と業務の概要〉
40 代女性、 集落内に居住 （7 年半）、
食品雑貨店兼レストラン （小売業）、
業務年数 7 年半、 集落にて起業、
対象業務範囲 ： 近隣町村まで、
従業員３人 （うち集落内 1 人）、
　〈業務開始の理由〉
昔、 この集落に住んでいて、 Parish Councilor
をやっていた。 子育てのために若い家族の多い
近くの町に引っ越したけど、 ずっと集落の事が
気になっていた。 近年、 集落に活気が戻ったと
聞き、 また住みたいと思って戻ってきた。
それで、 集落の生活やコミュニティの持続可能
性のために何かしたいと思い、 商店を引き継ぐ
事に決めた。
　
〈改修方法〉
建物の改修は、 大地主組織との共同プロジェク
トとして行なった。 お互いが改修費用を半分ず
つ負担して、 改修計画を相談しながら進めた。
　
〈既存建物活用の特徴〉
建築構造や通りから見た外観を以前の状態に維
持しながら、 建物内部では採光や通風用の天
窓やモダンな照明設備 ・ 家具等を設置している。
また、 大地主が植林した森林地が、 散策場所
として来訪者の人気を集めるようになり、 その休
憩場所としてレストランを併設している。
　
〈利用後の感想〉
美しい集落で、 犯罪も少なく、 お互いを助け合
うコミュニティ精神がある。 多世代の人々が住ん
でいて、 子どもの遊び場もあって、 良い集落だ
と感じている。 この商店を集落の拠点にしたい。
③ 古くから続く商店空間の引き継ぎと新しい機能の付加 ( 図 5)
図 5　業務空間の利用実態③
図 4　業務空間の利用実態②
　この食品雑貨店兼レストランを営む 40 代女性は、昔、集落に居住
し Parish Councillor を務めた経験から、集落の持続可能性のため
に何かしたいと考え、集落に戻って商店を引き継ぐ事を決断した。
大地主組織との共同改修により、モダンな照明や家具等の設置や森
林散策の休憩場所としてレストランの併設（図 5・B）など集落外か
らの集客増加も考慮した改修が行なわれている。幅広いサービスを
提供する事で、集落の生活および観光拠点になっている。
の建物に辿り着いた。この建物は大地主によって全ての改修が行な
われ、既存建物の外観や建築構造（図 4・B 左）だけでなく、水車
本体や歯車など歴史的な空間特性（図 4・B 右）が当時のまま残され
ている。その一方で、壁を一部取り除いて空間を広げたり、モダン
な照明設備や天窓を設置したりする等の積極的な改修が行なわれて、
業務空間としての快適性も確保されている。
図 6　集落建物の業務用途への活用システム
N
0 5m
〈1F〉 〈2F〉
(A. ストックルームに設置されたモダン照明設備 )
(B. 左 ： 建物外観、 右 ： 水車の歯車と建築構造 )
〈業務実施者と業務の概要〉
50 代男性、 集落外 5km 圏内に居住 （27 年）、
模型製造業、 業務年数 2 年、
他地域で起業後 9 年で集落へ移転、
対象業務範囲 ： 英国内、
従業員 7 人 （うち集落内 1 人）、
　
〈業務開始の理由〉
私たちの仕事はクリエイティブな仕事なので、 イ
ンスピレーションの湧く場所が欲しかった。 それ
にぴったり当てはまる場所がこの建物だった。
また、 都会より賃料が安くて、 交通網の利便性
が高い事も決め手だった。
　
〈改修方法〉
建物の改修は、 外装も内装も全て大地主組織
がやってくれた。 私たちは、 机や棚等の業務で
必要な備品を揃えただけ。
　
〈既存建物活用の特徴〉
水車小屋と隣接する納屋の壁を一部取り払い、
模型製造のデザインオフィス及びストックルーム
として一体的に利用している。
建物の建築構造や外装だけでなく、 水車本体
や歯車など当時の機能的な特徴も残しながら、
階段の増設や採光用の天窓、 モダンな照明設
備の設置を行なっている。
　
〈利用後の感想〉
犯罪が少なく安全で、 犬の散歩をする人や旅行
者など様々な人と出会える。 温かいコミュニティ
がある。 このように古い建物を新しい用途に変
えていて、 非常に良い環境である。
表 16　集落建物の改修主体タイプ
改修タイプ
改修主体
計
外装 構造体 内装
大地主改修 大地主組織 5
分担改修 大地主組織 業務実施者 4
共同改修 大地主組織＆業務実施者 3
計 12
　図 6 に集落建物の業務用途への活用システムを示す。A&L では、
大地主組織が所有する建物のみで業務用途への活用が実施されてい 6　まとめ
6.1　調査結果の整理
　本研究で得られた結論は以下の通りである。
1) 集落建物の業務用途への活用は、幅広い業種で実施可能であり、
多くの業務が 10 年以上にわたる長期的に安定した経営を実現してい
る。少人数体制でグローバルに事業を展開している業務が多く、集
落内のみを対象としている業務は存在しない。
2) 少人数体制の業務が多いため基本的に大人数を雇用する事は不可
能であるが、ほとんどの業務が集落内からも雇用を獲得しており、
集落内の雇用創造として一定の効果が見られる。
3) 多くの業務実施者が、通勤や交通網等の業務実施上の利便性だけ
でなく、集落の歴史的な建物や自然環境、コミュニティという集落
独自の環境や文化の特徴を業務開始理由として挙げている。また、
それらの特徴を集落の気に入っている点として評価しており、業務
の継続意向や集落への転居意向に寄与する傾向が見られる。
4) 集落建物の改修は、外装や構造体については既存建物の当時の雰
囲気や特徴をそのまま残した改修が行なわれており、内装について
は既存建物の特徴を活かしながらも、各業務の快適性を考慮した自
由度の高い多様な改修が行なわれている。
5) Parish Council が大地主組織の活動に積極的に協力しており、
必要に応じていつでも協議できる関係が構築されている。また、不
動産管理の専門家が大地主組織のコーディネーターとして集落内に
常勤し、大地主や信託者と集落建物の活用について相談しながら、
建設部門と総務部門の業務を指揮している。
6.2　集落建物の業務用途への活用の可能性
　以上の結論から得られた知見は以下の通りである。
1) 集落建物を活用して長期的に安定した業務を実現させるために
は、集落内だけでなくグローバルに業務を展開する必要があり、そ
れを支えるための交通アクセスの向上やインターネット設備の充実
など業務実施上の利便性の向上が重要である。2) また、建物の改修
では、既存建物の当時の雰囲気や空間的特徴を維持しながらも、業
務の快適性を実現するために自由度の高い内装改修を容認する必要
がある。3) さらに、歴史的な建物や美しい自然環境、暖かいコミュ
注
表 17　District Council による集落の持続可能性評価の採点基準一覧
施設 説明 得点
1 小学校 ・集落の 600m 以内に、小学校が「ある」 ・集落の 600m 以内に、小学校が「無い」
3 
0
2 郵便局／銀行／商店
集落の 800m 以内に、 
・肉や野菜、果物、パン等の幅広い食品を扱うスーパーマーケットがある 
・小売店が 3件以上ある 
・小売店が 2件ある 
・小売店が 1件ある 
　※小売店：郵便局、食品雑貨店、精肉店、美容室、パン屋など
 
3 
3 
2 
1
3 教会 ・集落の 1km 以内に、教会が 3件以上ある ・集落の 1km 以内に、教会が 1〜 2件ある
2 
1
4 飲食店 ・集落の 400m 以内に、飲食店が 3件以上ある ・集落の 400m 以内に、飲食店が 1〜 2件ある
2 
1
5 医療機関
・集落の 1km 以内に、少なくとも一週間に 8セッションの医療機関がある 
・集落の 1km 以内に、一週間に 8セッション以下の医療機関がある（訪問
診療も含む） 
　※セッション＝朝／昼／夕方
2 
1
6 図書館 ・集落の 800m 以内に、図書館がある ・移動図書館が来る
2 
1
7 集会所 ・集落の 1km 以内に、ホールがある 1
8 路線バス
集落の 400m 以内に、 
・1時間あたり、2本以上の路線バスがある 
・1時間あたり、1本の路線バスがある 
・1日あたり、少なくとも 1本の路線バスがある
3 
2 
1
9 鉄道
・1時間あたり、2本以上の鉄道路線がある 
・1時間あたり、1本の鉄道路線がある 
・1日あたり、少なくとも 1本の鉄道路線がある
3 
2 
1
10 娯楽施設
・運動場と子どもの遊び場がある 
・運動場がある 
　※運動場は集落の 800m 以内、遊び場は集落の 400m 以内
2 
1
11 雇用
・集落の 1.5km 以内に、雇用の場がある 
・集落の 5km 以内に、雇用の場がある 
　※雇用の場：Local Plan2011 で業務集積の場として指定されたエリア
2 
1
12 主要市街地への近接 ・District 内の主要市街地までの道路距離が、5km 以内である 1
表 18　A&L の持続可能性評価の得点内訳
集落名
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計
アーディントン 0 2 1 1 0 1 1 3 0 1 2 1 13
ロッケンジ 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 4
非公式の会議
( 随時、 報告／連絡／相談 )
維持管理費の提供
各計画に対する見解を District Council へ提出
主催
不参加
参加
参加
維持管理
改修／
維持管理
維持管理
森林地 農地
沿道
緑地
街灯
児童
公園
集落アメニティ自然環境
建物
業務用途
(33 件 )
居住用途
(97 件 )
その他
(7 件 )
公式の集落会議
①Regular Meeting ( 定例会議 ： 年 6 回 )
②Annual Meeting ( 年次総会 ： 年 1 回 )
③Special Meeting ( 特別会議 ： 必要時 )
大地主組織 Parish Council
図 7　大地主組織と Parish Council の組織関係図
主組織と Parish Council の協力体制があり、必要に応じて適宜協
議できる関係である事、3) 不動産管理の専門家がコーディネーター
として集落内に常勤している事が、継続的に円滑な集落建物の業務
用途への活用を実現する要因であると考えられる。
ニティなど集落独自の環境や文化が業務を誘引する要因となってお
り、質の高い集落建物の改修とともに、集落全体の環境や文化の魅
力を高める事も重要であると言える。4) そして、継続的に円滑な集
落建物の活用を実現するためにも、集落内に不動産管理の専門家が
トータルコーディネーターとして常勤し、集落全体の総合管理や組
織連携に取り組んでいく必要がある。特に、Parish Council のよう
な最も身近な自治体と協力体制を構築し、集落環境の維持に関する
日常的な業務を分担する事が必要である。
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注 1) Parish は、英国の地方自治体の階層性において最も小さな自治体
機能であり、日本の県機能に相当する「County」、市町村機能に相当す
る「District」の下に位置づけられている。アーディントンとロッケン
ジは、それぞれ独立した Parish に位置づけられているが、隣接する集
落の特性上、昔から一体的な集落運営が行なわれており、合同で 1 つの
「Parish Council」が設置されている。このため、本研究では「Ardington 
and Lockinge Parish」を 1 つの集落として扱う。
注 2) District Council が作成した District 全体の開発方針を示した計
画書である。法律によって全国の自治体に作成が義務づけられている。
日本の自治体が作成している「総合計画」と同等の内容と考えて良い。
注 3) District 内の集落は、その規模や施設等により、大規模集落、中規
模集落、小規模集落の 3 グループに分けられている。大規模集落では一
度の開発プロジェクトにおいて 15 戸を上限とした住宅地開発が許可さ
れている。小規模集落はさらに 2 グループに分けられ、上位グループで
は 1 〜 2 戸を上限とした住宅地開発が許可され、下位グループでは原則
的に開発自体が許可されない。大規模集落は 21 件、中規模集落は 18 件、
小規模集落は 38 件である。
注 4) 各集落内の設備や立地状況によって、将来の持続可能性を評価して
いる。評価項目は以下 14 項目あり、最高合計得点は 26 点である。その
採点基準一覧を表 17、A&L の得点内訳を表 18 に示す。全集落の評価結
果を表 19 に示す。
－ 399 －
注 8） 1970 年に District Council 及び English Heritage によって、集落内
の歴史的な建造物群や自然環境の価値を評価され、保存地区（Conservation 
Area）に指定された。その指定に伴う規制の例を以下に示す。①新築や増
築の際、周辺環境に調和したデザインや形態、規模、素材にする②伝統的
な素材や建設技術を用い、歴史的な建物の価値をより高める③定期的に樹
木や垣根を手入れする等。また、保存地区内の非登録建造物を取り壊す場
合、「保存地区同意書 (Conservation Area Consent)」を地方自治体に提出
し許可を得る必要がある。この際、計画許可は不要である。一方、保存地
区内で新築する場合、同意書は不要だが、計画許可を提出する必要がある。
注 9) その他、対象集落の生活状況を把握するための参考資料として、表 21
に人口と世帯数の変化、表 22 に集落居住者の基礎情報を示す。
注10)　表23にA&L内の動きと中央政府と地方自治体の諸制度の関係を示す。
注 11)　登録建造物制度の規制として、登録された建物個々の特徴を損なわ
ないように日常的な維持管理が義務づけられる。そして、改修や修繕など、
建物の特徴に影響を及ぼす可能性のある作業を実施する場合は、「計画許
表 20　対象地域内の歴史的な建物件数
分類 グレード
集落
計
アーディントン ロッケンジ
登録建造物
Ⅰ 0(0) 0(0) 0(0)
Ⅱ * 2(0) 1(0) 3(0)
Ⅱ 15(4) 14(2) 29(6)
その他歴史的な建物 53(0) 39(0) 92(0)
計 70(4) 54(2) 124(6)
※カッコ内は調査対象範囲外に位置する建物件数
年代 A&L 内の動き A&L に関連する中央政府と地方自治体の諸制度
1932 C: 1932 年都市農村計画法の制定 
　→集落地域も含めた、 包括的な計画制度の実現
1947 ・ Works Yard ( 製造工場 ) の設備の近代化 
・ 集落内全ての住宅に水道と水洗トイレの設置
C: 1947 年都市農村計画法の制定 
　→現在の登録建造物制度の基本が形作られた
1949 C: 1949 年国立公園及び田園地域へのアクセス法の制定
(National Parks and Access to the Countryside Act) 
　→特別自然美観地区 (Area of Outstanding Natural 
Beauty) の指定制度の導入
1951 ・ 集落内初めての登録建設物指定 ： 1 件 ( Ⅱ *)
1966 ・登録建設物の指定：5 件 ( Ⅱ *:2 件、 Ⅱ :3 件 )
1967 C: シビックアメニティズ法 (Civic Amenities Act) の制定 
→保存地区 (Conservation Area) の指定制度の導入
1968 C: 1968 年都市農村計画法の制定
1970 ・ A&L の中心部が保存地区に指定 ： 34.7ha 
・ Home Farm( 農業施設 ) をクラフト工房 ( 椅子、
陶磁器、 馬具等 ) として 16 ユニットに改修
1971 C: 1971 年都市農村計画法の制定 
　→樹木保全規則 (Tree Preservation Order) の導入
1972 ・ The North Wessex Downs Area of Outstanding 
Natural Beauty(1730 ㎢ ) の一部として指定される
1976 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
1977 ・ 古い住宅の建て替え （コテージ 3 棟→コテー
ジ 2 棟、 バンガロー 6 棟）
1980 ・ インフィル型住宅地 2 カ所 （10 棟及び 6 棟）
を建設を始める
1982 将来計画①の作成、 District Council へ提出
1984 C: 経済的 ・ 社会的に困難な地域を農村開発地域 (Rural 
Development Areas) に指定、 集中的な開発支援開始 
　→本集落は対象地域にならず、 支援は受けていない
1987 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
1988 ・ 登録建設物の指定 ： 23 件 ( Ⅱ )
1989 ・集会所を現代的に改修 ( 厨房とダイニング設置 )
1990 ・ Home Farm 等を工房からオフィス用途への改
修を始める
C: 
L:
1990 年都市農村計画法の制定 
The District Council's Rural Areas Local Plan の策定 
　→集落の特徴を損なわない、 調和した開発を要求
1991 C: Survey of Rural Service の実施 by Rural Development 
Commission　→初めて全国的 ・ 組織的に実施した調査 
( 本集落は該当データ無し )
1993 ・ Community Woodland （森林地） に植樹
1994 ・ Ardington & Lockinge Parish Council の設立
1995 C: 農村白書 「農村イングランド (Rural England)」 の策定 
　→農村地域の生活を尊重する政府の姿勢を表明した
1997 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
将来計画②の作成、 District Council へ提出
1998 ・ スポーツパビリオンの改修
1999 ・ 森林地に 2000 年の記念モニュメントの製作
・ 集落内の散策道の整備
L: Vale of White Horse Local Plan の策定 
　→集落内の開発可能件数の拡大 
　　( 集落 ： 5 〜 6 世帯、 小規模集落 ： 1 〜 2 世帯 )
2000 C: 農村白書 「私たちの農村 (Our Countryside)」 の策定 
　→農村問題を政府のあらゆる政策形成過程に反映す
る事を制度的に保証　　→パリッシュプラン作成支援や
農村検証 (Rural Prooﬁng) 等の具体的な制度の実現
2001 C: The Parish Action Plan Process の開始
2005 ・ いくつかの農業施設をオフィス用途に改修
・ 児童公園の建設
2006 L: Vale of White Horse Local Plan 2011 の策定 
　→集落の規模により、 3 段階に階層化した 
　→集落内の開発可能件数の拡大 
　　( 大規模：15 世帯、中規模：5 世帯、小規模：1 世帯 )
2009 ・ Works Yard 閉鎖、 将来の開発対象地に指定 L: A Study of Village Facilities in the Vale の発行 
　→集落の規模や施設等により、 持続可能性を評価
2010 将来計画③の製作 （未完成） ※ C: 中央政府、 L: 地方自治体
表 23　A&L 内の動きと中央政府と地方自治体の諸制度の関係
集落名 計 集落名 計 集落名 計 集落名 計
Kennington 23 East Hanney 14 Shellingford 8 Hinton Waldrist 4
Shrivenham 23 Shippon 14 Buckland 7 Sparsholt 4
Wootton 23 Ufﬁngton 14 Charney Bassett 7 West Callow 4
Sutton Courtenay 22 Farmoor 12 Dry Sandford 7 Woolstone 4
Drayton 20 Fryﬁeld & Tubney 12 Great Coxwell 7 Baulking 3
Steventon 20 Sunningwell 12 Kingston Lisle 7 Hatford 3
Watchﬁeld 20 Frilford 10 North Hinksey 7 Bayworth 2
Kingston Baguize/Southmoor 19 Longcot 10 Rowstock 7 Goosey 2
Radley 19 Longworth 10 West Hanney 7 Netherton 2
Staford in the Vale 19 Milton Heights 10 Appleford 6 Compton Beauchamp 1
Cumnor 18 Wytham 10 Besselsleigh 6 Eaton Hastings 1
Milton 18 Coleshill 9 Buscot 6 Ginge 1
Appleton & Eaton 17 Little Coxwell 9 Fernham 6 Idstone 1
アーディントン＆ロッケンジ 17 Little Worth 9 Bourton 5 Lyford 1
Blewbury 17 South Hinksey 9 Denchworth 5 Pusey 1
Harwell 17 Upton 9 Letcomebe Bassett 5 Carswell Marsh 0
East Hendred 16 West Hendred 9 Boars Hill 4 Kingstone Winslow 0
Marcham 16 Chilton 8 Cothill 4 大規模集落
Childrey 15 Ashbury 10 Garford 4 中規模集落
East Challow 14 Letcombe Regis 8 Gozzards Ford 4 小規模集落
表 19　District Council による集落の持続可能性評価（得点順）
注 5) 2001 年から「The Parish Action Plan Process」は行なわれており、
約 10,000 あるパリッシュのうち、約 3,000 パリッシュで約 1,300 のパリッ
シュプランが作成されている（複数のパリッシュで、一つのパリッシュプ
ランを作成する事も可能）。本Districtでは、2010年 12月現在、全69パリッ
シュのうち、22 パリッシュで作成されている。具体的な内容として、コミュ
ニティショップの実施やミニバスの運行、郵便局の復活などがある。
注 6) 約 10 年ごとに作成している将来行動計画の概要を以下に示す。①
Ardington and Lockinge Parish Council “Ardington & Lockinge The Next 
Ten Years”(1982)、全 8 ページ：集落内の業務機能やバス、集会所、広
場等のアメニティ機能の実態調査と居住者への聞き取り調査を実施。そし
て、新規居住者を呼び込み、集落の活気と多様なアメニティを維持するた
め、10 年間でインフィル型住宅地を含めた住宅開発 ( 最大 30 戸 ) の必要
性を提言している。一方、戦没者記念碑や自然環境等を保護すべき場所と
している。② DPDS Consulting Group “Ardington and Lockinge 10 Years 
Plan”(1997)、全 33 ページ：中央政府と地方自治体の集落に関する政策の
整理を行なうと共に、居住者の意見を引き出すため、デザイン、住宅、雇
用、アメニティという 4 つの議論グループを設けている。各 10 人の居住
者代表が現状分析と将来への提言を行なっている。さらに、集落の個性の
形成要素として、自然環境、歴史的な建物、景観について調査を行なって
いる。その結果、集落の個性を保全し活かすように、今後の土地利用計画、
開発対象地と計画方針を提言している。③ ADKIN “Lockinge Estate Draft 
Second Master Plan 3rd Draft”(2009)、全 59 ページ：現在製作中の計画
では、前回実施した集落環境の実態調査からの変化を考慮し、業務、住宅、
農業、コミュニティ、自然環境という 5 テーマについて改めて分析を行なっ
ている。また、中央政府と地方自治体の政策についても変化を考慮し、詳
細かつ具体的な整理を行なっている。それらより、土地利用計画と開発計
画の内容の更新を試みている。
注 7)　本研究の「歴史的な建物」とは、登録建造物 (Listed Building) に登
録されている建物と、それらと同年代である 1900 年代初期までに建造さ
れた建物とする。表 20 に対象地域内の歴史的な建物件数を示す。
 可 (Planning Permission)」 に 加 え て、「 登 録 建 造 物 同 意 書 (Listed 
Building Consent)」を地方自治体に提出し、作業許可を得る事が義務づけ
られている。同意書の審査は、登録された建物の特徴が様々であるため、
全国共通の一定の明確な基準は定められておらず、各地方自治体が、その
建物自体およびその周辺環境、建物を特徴づける要素を保存するために適
切な内容かどうかを判断し、決断を下す。
注 12)　特別自然美観地区の規制は、通常の開発許可制度によって行なわれ、
地方自治体による審査時に、自然環境と調和しているかどうか審査される。
注 13) 現地にて収集した文献を、参考文献 11) 〜 23) に示す。
注 14) 本集落では、クルドサック型のインフィル型住宅地が保存地区外の 2
表 22　集落居住者の基礎情報 (2001 年国勢調査より )
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年代 1971 1981 1991 2001
アーディントン
人口 256 284 305 284
世帯数 114 126 125 131
ロッケンジ
人口 212 169 175 179
世帯数 70 69 66 76
計
人口 468 453 480 463
世帯数 184 195 191 207
表 21　対象集落の人口と世帯数の変化
－ 400 －
注 8） 1970 年に District Council 及び English Heritage によって、集落内
の歴史的な建造物群や自然環境の価値を評価され、保存地区（Conservation 
Area）に指定された。その指定に伴う規制の例を以下に示す。①新築や増
築の際、周辺環境に調和したデザインや形態、規模、素材にする②伝統的
な素材や建設技術を用い、歴史的な建物の価値をより高める③定期的に樹
木や垣根を手入れする等。また、保存地区内の非登録建造物を取り壊す場
合、「保存地区同意書 (Conservation Area Consent)」を地方自治体に提出
し許可を得る必要がある。この際、計画許可は不要である。一方、保存地
区内で新築する場合、同意書は不要だが、計画許可を提出する必要がある。
注 9) その他、対象集落の生活状況を把握するための参考資料として、表 21
に人口と世帯数の変化、表 22 に集落居住者の基礎情報を示す。
注10)　表23にA&L内の動きと中央政府と地方自治体の諸制度の関係を示す。
注 11)　登録建造物制度の規制として、登録された建物個々の特徴を損なわ
ないように日常的な維持管理が義務づけられる。そして、改修や修繕など、
建物の特徴に影響を及ぼす可能性のある作業を実施する場合は、「計画許
表 20　対象地域内の歴史的な建物件数
分類 グレード
集落
計
アーディントン ロッケンジ
登録建造物
Ⅰ 0(0) 0(0) 0(0)
Ⅱ * 2(0) 1(0) 3(0)
Ⅱ 15(4) 14(2) 29(6)
その他歴史的な建物 53(0) 39(0) 92(0)
計 70(4) 54(2) 124(6)
※カッコ内は調査対象範囲外に位置する建物件数
年代 A&L 内の動き A&L に関連する中央政府と地方自治体の諸制度
1932 C: 1932 年都市農村計画法の制定 
　→集落地域も含めた、 包括的な計画制度の実現
1947 ・ Works Yard ( 製造工場 ) の設備の近代化 
・ 集落内全ての住宅に水道と水洗トイレの設置
C: 1947 年都市農村計画法の制定 
　→現在の登録建造物制度の基本が形作られた
1949 C: 1949 年国立公園及び田園地域へのアクセス法の制定
(National Parks and Access to the Countryside Act) 
　→特別自然美観地区 (Area of Outstanding Natural 
Beauty) の指定制度の導入
1951 ・ 集落内初めての登録建設物指定 ： 1 件 ( Ⅱ *)
1966 ・登録建設物の指定：5 件 ( Ⅱ *:2 件、 Ⅱ :3 件 )
1967 C: シビックアメニティズ法 (Civic Amenities Act) の制定 
→保存地区 (Conservation Area) の指定制度の導入
1968 C: 1968 年都市農村計画法の制定
1970 ・ A&L の中心部が保存地区に指定 ： 34.7ha 
・ Home Farm( 農業施設 ) をクラフト工房 ( 椅子、
陶磁器、 馬具等 ) として 16 ユニットに改修
1971 C: 1971 年都市農村計画法の制定 
　→樹木保全規則 (Tree Preservation Order) の導入
1972 ・ The North Wessex Downs Area of Outstanding 
Natural Beauty(1730 ㎢ ) の一部として指定される
1976 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
1977 ・ 古い住宅の建て替え （コテージ 3 棟→コテー
ジ 2 棟、 バンガロー 6 棟）
1980 ・ インフィル型住宅地 2 カ所 （10 棟及び 6 棟）
を建設を始める
1982 将来計画①の作成、 District Council へ提出
1984 C: 経済的 ・ 社会的に困難な地域を農村開発地域 (Rural 
Development Areas) に指定、 集中的な開発支援開始 
　→本集落は対象地域にならず、 支援は受けていない
1987 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
1988 ・ 登録建設物の指定 ： 23 件 ( Ⅱ )
1989 ・集会所を現代的に改修 ( 厨房とダイニング設置 )
1990 ・ Home Farm 等を工房からオフィス用途への改
修を始める
C: 
L:
1990 年都市農村計画法の制定 
The District Council's Rural Areas Local Plan の策定 
　→集落の特徴を損なわない、 調和した開発を要求
1991 C: Survey of Rural Service の実施 by Rural Development 
Commission　→初めて全国的 ・ 組織的に実施した調査 
( 本集落は該当データ無し )
1993 ・ Community Woodland （森林地） に植樹
1994 ・ Ardington & Lockinge Parish Council の設立
1995 C: 農村白書 「農村イングランド (Rural England)」 の策定 
　→農村地域の生活を尊重する政府の姿勢を表明した
1997 ・ 登録建設物の指定 ： 1 件 ( Ⅱ )
将来計画②の作成、 District Council へ提出
1998 ・ スポーツパビリオンの改修
1999 ・ 森林地に 2000 年の記念モニュメントの製作
・ 集落内の散策道の整備
L: Vale of White Horse Local Plan の策定 
　→集落内の開発可能件数の拡大 
　　( 集落 ： 5 〜 6 世帯、 小規模集落 ： 1 〜 2 世帯 )
2000 C: 農村白書 「私たちの農村 (Our Countryside)」 の策定 
　→農村問題を政府のあらゆる政策形成過程に反映す
る事を制度的に保証　　→パリッシュプラン作成支援や
農村検証 (Rural Prooﬁng) 等の具体的な制度の実現
2001 C: The Parish Action Plan Process の開始
2005 ・ いくつかの農業施設をオフィス用途に改修
・ 児童公園の建設
2006 L: Vale of White Horse Local Plan 2011 の策定 
　→集落の規模により、 3 段階に階層化した 
　→集落内の開発可能件数の拡大 
　　( 大規模：15 世帯、中規模：5 世帯、小規模：1 世帯 )
2009 ・ Works Yard 閉鎖、 将来の開発対象地に指定 L: A Study of Village Facilities in the Vale の発行 
　→集落の規模や施設等により、 持続可能性を評価
2010 将来計画③の製作 （未完成） ※ C: 中央政府、 L: 地方自治体
表 23　A&L 内の動きと中央政府と地方自治体の諸制度の関係
集落名 計 集落名 計 集落名 計 集落名 計
Kennington 23 East Hanney 14 Shellingford 8 Hinton Waldrist 4
Shrivenham 23 Shippon 14 Buckland 7 Sparsholt 4
Wootton 23 Ufﬁngton 14 Charney Bassett 7 West Callow 4
Sutton Courtenay 22 Farmoor 12 Dry Sandford 7 Woolstone 4
Drayton 20 Fryﬁeld & Tubney 12 Great Coxwell 7 Baulking 3
Steventon 20 Sunningwell 12 Kingston Lisle 7 Hatford 3
Watchﬁeld 20 Frilford 10 North Hinksey 7 Bayworth 2
Kingston Baguize/Southmoor 19 Longcot 10 Rowstock 7 Goosey 2
Radley 19 Longworth 10 West Hanney 7 Netherton 2
Staford in the Vale 19 Milton Heights 10 Appleford 6 Compton Beauchamp 1
Cumnor 18 Wytham 10 Besselsleigh 6 Eaton Hastings 1
Milton 18 Coleshill 9 Buscot 6 Ginge 1
Appleton & Eaton 17 Little Coxwell 9 Fernham 6 Idstone 1
アーディントン＆ロッケンジ 17 Little Worth 9 Bourton 5 Lyford 1
Blewbury 17 South Hinksey 9 Denchworth 5 Pusey 1
Harwell 17 Upton 9 Letcomebe Bassett 5 Carswell Marsh 0
East Hendred 16 West Hendred 9 Boars Hill 4 Kingstone Winslow 0
Marcham 16 Chilton 8 Cothill 4 大規模集落
Childrey 15 Ashbury 10 Garford 4 中規模集落
East Challow 14 Letcombe Regis 8 Gozzards Ford 4 小規模集落
表 19　District Council による集落の持続可能性評価（得点順）
注 5) 2001 年から「The Parish Action Plan Process」は行なわれており、
約 10,000 あるパリッシュのうち、約 3,000 パリッシュで約 1,300 のパリッ
シュプランが作成されている（複数のパリッシュで、一つのパリッシュプ
ランを作成する事も可能）。本Districtでは、2010年 12月現在、全69パリッ
シュのうち、22 パリッシュで作成されている。具体的な内容として、コミュ
ニティショップの実施やミニバスの運行、郵便局の復活などがある。
注 6) 約 10 年ごとに作成している将来行動計画の概要を以下に示す。①
Ardington and Lockinge Parish Council “Ardington & Lockinge The Next 
Ten Years”(1982)、全 8 ページ：集落内の業務機能やバス、集会所、広
場等のアメニティ機能の実態調査と居住者への聞き取り調査を実施。そし
て、新規居住者を呼び込み、集落の活気と多様なアメニティを維持するた
め、10 年間でインフィル型住宅地を含めた住宅開発 ( 最大 30 戸 ) の必要
性を提言している。一方、戦没者記念碑や自然環境等を保護すべき場所と
している。② DPDS Consulting Group “Ardington and Lockinge 10 Years 
Plan”(1997)、全 33 ページ：中央政府と地方自治体の集落に関する政策の
整理を行なうと共に、居住者の意見を引き出すため、デザイン、住宅、雇
用、アメニティという 4 つの議論グループを設けている。各 10 人の居住
者代表が現状分析と将来への提言を行なっている。さらに、集落の個性の
形成要素として、自然環境、歴史的な建物、景観について調査を行なって
いる。その結果、集落の個性を保全し活かすように、今後の土地利用計画、
開発対象地と計画方針を提言している。③ ADKIN “Lockinge Estate Draft 
Second Master Plan 3rd Draft”(2009)、全 59 ページ：現在製作中の計画
では、前回実施した集落環境の実態調査からの変化を考慮し、業務、住宅、
農業、コミュニティ、自然環境という 5 テーマについて改めて分析を行なっ
ている。また、中央政府と地方自治体の政策についても変化を考慮し、詳
細かつ具体的な整理を行なっている。それらより、土地利用計画と開発計
画の内容の更新を試みている。
注 7)　本研究の「歴史的な建物」とは、登録建造物 (Listed Building) に登
録されている建物と、それらと同年代である 1900 年代初期までに建造さ
れた建物とする。表 20 に対象地域内の歴史的な建物件数を示す。
 可 (Planning Permission)」 に 加 え て、「 登 録 建 造 物 同 意 書 (Listed 
Building Consent)」を地方自治体に提出し、作業許可を得る事が義務づけ
られている。同意書の審査は、登録された建物の特徴が様々であるため、
全国共通の一定の明確な基準は定められておらず、各地方自治体が、その
建物自体およびその周辺環境、建物を特徴づける要素を保存するために適
切な内容かどうかを判断し、決断を下す。
注 12)　特別自然美観地区の規制は、通常の開発許可制度によって行なわれ、
地方自治体による審査時に、自然環境と調和しているかどうか審査される。
注 13) 現地にて収集した文献を、参考文献 11) 〜 23) に示す。
注 14) 本集落では、クルドサック型のインフィル型住宅地が保存地区外の 2
表 22　集落居住者の基礎情報 (2001 年国勢調査より )
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Ardington 284 143 141 131 2.17 50 85 4 6.25 14 27 12 29 26 4 13 6 18 53 47 13
Lockinge 179 88 91 76 2.36 24 50 5 6.45 12 8 5 22 16 3 6 6 10 21 26 19
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年代 1971 1981 1991 2001
アーディントン
人口 256 284 305 284
世帯数 114 126 125 131
ロッケンジ
人口 212 169 175 179
世帯数 70 69 66 76
計
人口 468 453 480 463
世帯数 184 195 191 207
表 21　対象集落の人口と世帯数の変化
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注 17) 教育業を営む業務は、集落内の 2 棟の建物を利用している。一つは、
業務開始時から利用している、旧小学校を改修した既存建物であり、一方
は 2003 年に新築した建物である。本研究では、業務開始時から旧小学校
を活用している点を考慮し、「用途転用：公共→業務」に分類した。
注 18) 建設業と不動産業は、200 年以上前から本集落の大地主と共に業務を
行なってきたという歴史的な背景があり、それが現在も業務を行なってい
る理由と回答したため「その他」に分類した。
注 19) 2008 〜 2009 年に、財政上の問題から英国全体で 2500 件の郵便局が
閉鎖された。中央政府による決定であったため、集落単体で対処できる問
題ではなかった。
注 20) 1994 年から Ardington and Lockinge Parish Council を設置し、議員
(Parish Councilor)6 名 ( 各集落から 3 名 )、事務官 (Parish Clerk)1 名の
計 7名で運営している。費用は、各世帯から徴収する税金 ( £5790、2009 年 )
と集落環境の維持に対する大地主組織からの補助金 ( £2310、2009 年 ) で
ある。通常業務は、沿道緑地帯や街灯、児童公園の維持管理、不法投棄や
道路不良箇所の District Council への報告、定期的な公式集落会議の開催
等である。表25に集落会議の種類と概要を示す。公式の会議は3種類あり、
その他に Parish Councilor 全員が集まる非公式の会議はない。
 将来行動計画については、計画時に大地主組織に意見陳情を行なったり、
特別総会 (Special Meeting) を段取りしたり、居住者代表として居住者の
意見を計画に盛り込むように働きかけている。2004 年には、2000 年将来
計画のレビューを居住者代表 9 名に依頼し、住宅、雇用、アメニティ、情
 カ所に造成され、戸建て住宅がそれぞれ 10 棟及び 6 棟建設されている。
注15) その他用途には、警察官駐在所1件、教会2件、発電所1件、郵便局1件、
集会所 1 件、スポーツパビリオン（観覧席、更衣室、ラウンジ・バーのあ
る複合施設）1 件が含まれる。
注 16) 図 8 に大地主組織の現在の組織図を示す。大地主組織の正式名称は
Lockinge Trust( ロッケンジ・トラスト ) であり、トラストという組織形
態で運営している。所有する建物や土地の賃料を主な収入源としている。
組織人員は合計 32 名であり、そのうち実働部門は大地主 1 名と信託者 3
名を除く 28 名である。大地主組織の現在の主な役割は、不動産賃貸管理
や漁業管理、森林地管理、所有物件の建設業務、水道水の供給など多岐に
わたる。その他過去の取り組みを表 24 に示す。また、10 年ごとの将来行
動計画については、製作立案者として、計画策定に向けた調査から提案、
実行まで全ての作業を主体的に行なっている。
会議種類 頻度 参加者数（平均） 内容
定例会議 
(Regular Meeting)
年 6 回
County Concilor：1 名、District Councilor：1 名、 
Parish Councilor：7 名、School Governer：1 名、
Local Policeman：1 名
行政関係者が集まり、活動
状況の報告を行なう。大地
主と居住者は参加しない。
年次総会 
(Annual Meeting)
年 1 回
Lockinge Trust：1 名、Resident：10 名、County 
Councilor：1 名、District Councilor：1 名、
Parish Councilor：7 名、School Governor：1 名、
Local Policeman：1 名
1 年間の活動報告や収支決
算、警察からの報告等を行
なう。集落内の全員が参加
できる。
特別総会 
(Special Meeting)
不定期
Lockinge Trust：1 名、Resident：45 名、County 
Councilor：1 名、District Councilor：1 名、
Parish Councilor：7 名
将来行動計画を策定する等、
特別に集まる必要がある場
合に開催する。集落内の全
員が参加できる。
表 25　集落会議の種類と概要
管理委託
土地信託
報告／相談
報告／相談
総合管理
利益供与
報告／相談
ADKIN
( 不動産管理会社 ： ２名 )
Trustees
( 信託者 ： ３名 )
Thomas Loyd
( 大地主 / 受益者 ： １名 )
Building Department
( 建設部門 ： １６名 )
Lockinge Estate Office
( 総務部門 ： １０名 )
・ Building Works
　（建設業務全般）
・ Water Supply
　（水道供給／管理）
・ Property Letting     ・ Forestry
　（不動産賃貸）　　　　 （森林地管理）
・ Fishery
　（池／漁業管理）
各種業務の実施
図 8　大地主組織の現在の組織図
年代 大地主の主な取組み
1858 Works Yard( 製造工場 ) の建設、 開始 （職人 100 名）
1861 Home Farm( 農業施設 ) の建設
小学校 2 カ所の建造
1880 コーポラティブショップの実施 （食品雑貨、 靴修理、 服飾品、 パン、 精肉等）
1903 先代大地主のメモリアルとして集会所の建造
1920 コーポラティブショップの終了。 食品雑貨店、 パン屋、 精肉店が賃貸店舗として継続
1925 いくつかのセミデタッチド ・ ハウスの建造
1947 Works Yard の設備を近代化
集落内全ての住宅に水道と水洗トイレの設置
1960 自動車所有者の増加に伴い、 駐車場やガレージの建造
1970 Home Farm をクラフト工房 （椅子、 陶磁器、 馬具等） として 16 ユニットに改修
1977 古い住宅の建て替え （コテージ 3 棟→コテージ 2 棟、 バンガロー 6 棟）
1980 インフィル型住宅地 2 カ所 （10 棟及び 6 棟） の建造を始める
1982 将来計画① “Ardington & Lockinge The Next Ten Years” の作成      
1989 集会所を現代的に改修 （新しい厨房とダイニングの設置）
1990 Home Farm 等を工房からオフィス用途に改修を始める
1993 Community Woodland （集落内の森林地） に植樹
小学校の廃校
1997 将来計画② “Ardington and Lockinge 10 Years Plan” の作成、 District Council へ提出      
1998 スポーツパビリオンの改修
1999 森林地に 「ミレニアムストーン (2000 年の記念モニュメント )」 の建造
集落内の散策道の整備
2005 いくつかの農業施設をオフィス用途に改修
2009 Works Yard 閉鎖、 将来の開発対象地に指定
2010 将来計画③ “Lockinge Estate Draft Second Master Plan” の製作 （製作中）     
表 24　大地主の過去の取組み
 報通信という 4 つの観点から、居住者と業務実施者にアンケートを実施し、
将来計画の評価と今後の提案を行なってもらっている。
 計画許可制度については、Parish Council は計画許可の審査に直接的な権
限を有していないが、大地主組織や個人が District Council に提出した計
画に対して、Parish Council としてその可否についてコメントを提出する
事ができ、District Council による審査時の参考資料として扱われる。
注 21) Planning Permission は、日本の建築基準法における「確認申請」と
同等の仕組みと考えて良い。
（2011年 6月12日原稿受理，2011年11月16日採用決定）
－ 401 －
